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森林管理と森林環境保全に関する法制度の考察
三 好 規 正
⚑．森林管理の現状と現行森林管理法制の課題
（⚑）森林管理の現状
日本の国土面積 3,780 万 ha のうち、森林面積は 2,508 万 ha と約⚓
分の⚒を占めており、そのうち約⚔割にあたる 1,029 万 ha は、戦後に
造林された人工林である
1)
。これは、戦災復興期や高度経済成長期に木材
需要が急増したため、天然林が伐採され、国策としてスギ、ヒノキなど
の針葉樹人工林が造成されたこと（拡大造林政策）に起因する。木材需要
の増加に伴い木材価格が高騰したことから、1964 年に木材関連の関税
が完全撤廃され、木材の輸入が自由化されたことによって安価な外国産
材が大量に流入するようになった。価格競争に敗れた国産材の山元立木
価格
2)
は、ピーク時の 1980 年の約⚑割程度に下落し、素材（丸太）価格も
1980 年をピークとして長期的に下落傾向にある
3)
。木材自給率も 1960 年
には 90%を超えていたが、2016 年には 34.8％に低下している
4)
。
2013 年度の⚑林業経営体当たりの年間林業粗収益 248 万円から林業
経営費 237 万円を差し引いた林業所得は 11 万円
5)
であり、林業収入によ
り生計を立てることは困難である。生業としての林業が成り立たなくな
ったため、森林に対する関心が低下して相続に伴う所有権の移転登記が
なされないままの所有者不明森林が生じ
6)
、人工林の多くが、必要な管理
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が行われないまま放置されている。2015 年農林業センサスによると、
わが国の林家（保有山林面積が 1ha 以上の世帯）は全国で 83 万戸であり、
このうち約⚙割は、所有面積が 10ha 未満の小規模林家である。このた
め、国は、近接する複数の森林をまとめて、造林、保育、間伐（樹木の
成長に応じて樹間密度を調整するために主伐までの間に繰り返して抜き伐りを行う
作業）、伐採等の一連の森林施業の集約化を図る施策を進めてきた。
森林は、水循環過程の起点であり、森林の表土が下草や落葉落枝等に
覆われることで、雨水を吸収して徐々に河川に流出させることにより洪
水を緩和する機能、水質を浄化する機能、地球温暖化の主要因とされる
二酸化炭素の吸収機能や生物多様性保全機能など多面的機能を有してい
る
7)
。かつての林業政策は、木材生産活動によって手入れがなされること
によって、同時に森林の多面的機能も維持されるという予定調和的な考
え方に基づいて人工林を造成するというものであった。しかし、管理放
棄林となった人工林は間伐が行われないため過密となり、照度が低下す
るため木の生育が阻害されて暴風等で容易に倒木する上、下層植生が欠
乏して表層土の流出を招きやすい。このような森林荒廃の進行は、上流
域の土砂災害や下流域の都市水害、生物多様性の喪失など、国土保全や
環境保全の面においてさまざまな弊害を生じさせることとなる。
（⚒）森林管理法制の概要と課題
1897 年に制定された旧森林法は、旧河川法、旧治山法と並ぶ治山治
水三法と称されていた。当時の法制度は、森林の保安機能の維持を目的
としたものであり、営林の監督、森林警察、罰則の各条項。水源かん養
林、魚つき林など 12 種類の保安林の規定を置き、今日まで引き継がれ
ている。その後、日露戦争、太平洋戦争などを経て、木材増産と林業育
成を図るための土地の使用・収用、森林組合の強制加入などを内容とす
る改正も行われている（1907 年の第⚒次森林法）。戦後、1951 年に、森林
計画制度、保安林制度、森林組合制度を柱とする新しい森林法（第⚓次
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森林法）が制定され、現在の森林法の原型をなしている。1964 年には林
業基本法が制定されたが、当時は産業としての林業の発展、高度経済成
長期に必要な木材生産の確保を主眼としたものであり、森林の公益的機
能の確保は副次的な位置づけにすぎなかった。1992 年⚖月に約 180 カ
国が参加してリオデジャネイロで開催された国連環境開発会議（地球サ
ミット）においては、リオ宣言で「持続可能な森林管理」が基本原則と
して合意される。このような中で、2001 年に旧林業基本法に代わって
制定された森林・林業基本法は、「国土の保全、水源のかん養、自然環
境の保全、公衆の保健、地球温暖化の防止、林産物の供給等」の「森林
の有する多面的機能」の持続的発揮（基本法⚒条⚑項）を第一の基本原理
とした。これは、従来の木材生産を主体とした政策から、森林のもつ多
面的機能を将来にわたって持続的に発展させる政策への転換を図ること
を旨とするものである。
森林管理に関する基本的事項を定める森林法は、「森林計画、保安林
その他の森林に関する基本的事項を定めて、森林の保続培養と森林生産
力の増進とを図り、もつて国土の保全と国民経済の発展とに資するこ
と」（森林法（以下、条数のみ表記）⚑条）を目的としており、規定内容に
ついても、森林施業に対する規制（制限）が主体である。これは、森林
の多くは、海や川と違い私有財産であるため、日本の森林・林業政策は
森林所有者が森林の経済的価値を高めるために手入れをするのは林業経
営上当然であり、乱伐や乱開発を規制しておけば十分であるという前提
に立っていたことによる。このため、水源かん養機能、生物多様性保護
機能など森林の持つ多面的機能の保全のための具体的な規定は乏しい。
また、「森」の保全に関わる法律は森林法だけでなく、自然環境保全法、
自然公園法、鳥獣保護法、河川法、都市計画法など多岐にわたり、その
所管省庁も農林水産、環境、国土交通の各省にまたがっているため、縦
割法制度の下、総合的視点（地域の土地利用、地域景観、生態系保全など）が
不足している点が指摘できる。
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⚒．森林法の主要な規定
①森林計画の策定
基本法 11 条⚑項は政府が森林・林業基本計画（以下、「基本計画」とい
う。）を定めるものとしており、基本計画は、森林・林業をめぐる情勢
の変化等を踏まえ、おおむね⚕年ごとに変更することとされている。
2016 年⚕月 24 日に閣議決定された現行の森林・林業基本計画は、①資
源の循環利用による林業の成長産業化、②原木の安定供給体制の構築、
③木材産業の競争力強化と新たな木材需要の創出という方向を提示して
おり、森林の主な機能を⚘機能（①水源涵養機能、②山地災害防止機能／土壌
保全機能、③快適環境形成機能、④保健・レクリエーション機能、⑤文化機能、⑥
生物多様性保全機能、⑦地球環境保全機能からなる公益的機能及び⑧木材等生産機
能）に区分し、地域においては、関係者の合意の下、発揮を期待する機
能ごとの区域を明らかにし、その機能を十分に発揮できるよう森林の整
備及び保全を進めることとする旨が定められている。この点に関し、目
標とする森林の姿（目標林型）をわかりやすくするため、生物多様性の
保全や水土保全などの環境保全機能を重視する「環境林」、木材生産機
能を重視する「生産林」及びこれらの両方の機能を有する地域の生活に
密着した「生活林（共生林）」に機能区分すべきとの提言
8)
もなされてい
る。
基本計画に即して、農林水産大臣は全国の森林を対象として、⚕年毎
に 15 年を⚑期とする全国森林計画（⚔条①）を策定し、森林の整備及び
保全の目標、伐採立木材積、造林面積等の計画量、施業の基準等を示す
こととされている。道府県知事は民有林を対象に、全国森林計画に即し
て、全国 158 の森林計画区（流域）ごとに⚕年ごとに 10 年を⚑期とする
地域森林計画（⚕条①）を策定し、市町村は地域森林計画の対象となっ
ている民有林につき、⚕年ごとに 10 年を⚑期とする市町村森林整備計
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画（10 条の⚕①）を策定する。これらの計画において、森林の整備及び
保全の目標並びに森林の区域（ゾーニング）及び伐採等の施業方法の考え
方が示される。なお、近年の林業採算性の低下や不在所有者の増加を背
景に、森林を健全な状態に保つための行政の積極的な関与を推進するた
め、2011 年の法改正により、全国森林計画について、森林の保護に関
する事項が新たに記載事項とされ、地域森林計画及び市町村森林整備計
画の記載事項に、委託を受けて行う森林の施業又は経営に関する事項及
び森林の保護に関する事項が追加されている。
森林所有者は、市町村森林整備計画を遵守し（10 条の⚗）、事業として
森林を経営し、施業を行う場合には、⚕年を⚑期とする森林経営計画を
作成し、これを計画対象森林所在地の市町村長に提出して、認定を求め
ることができ（11 条①）、認定請求を受けた市町村長は、計画内容が農
林水産省令で定める森林施業に関する基準に適合していること、市町村
森林整備計画の内容に照らして適当であると認められるなど認定要件
（11 条⑤各号）を満たす場合、当該計画が適当である旨の認定をする。同
計画は、従前の森林施業計画が 2011 年の法改正により改められたもの
で、森林所有者の他、森林経営の委託を受けた者も計画を作成すること
ができることとされ、計画事項に森林の経営規模の拡大に必要な作業路
網の整備その他の措置を記載することができることとされた（11 条③）。
森林経営計画の認定を受けると、伐採や伐採後の造林に際して市町村長
への届出義務が生じ（10 条の⚘）、市町村長は、届出書の計画が市町村森
林整備計画に不適合と認めたときは変更を命じ、届出書の計画に従って
伐採、造林されていないときは計画に従うべきことを命ずることができ
る（10 条の⚙①③）。この規定は、人工林の再造林放棄防止のため 2016
年の法改正で追加されたものである。認定を受けた場合、税制上の特例
措置、融資条件の優遇、造林・間伐等の施業に対する補助金増額等の支
援措置があるが、2017 年⚓月末現在の全国の森林経営計画作成面積は
542 万 ha、民有林面積の約 31% となっている
9)
。計画の作成が進んでい
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ない要因は、森林所有者の特定や森林境界の明確化などの作業が困難で
策定に多大なコストを要する反面、経済的なメリットが少ないこと
10)
が挙
げられている。
森林計画の策定を行う組織は、①専門性の確保、②多様な利害関係者
との協働、③最前線の現場組織への分権制の確保が必要とされる
11)
。とこ
ろが、森林法の計画体系は、農林水産大臣が定める全国森林計画を最上
位計画として、知事の定める地域森林計画は、全国森林計画に「即し
て」定めるものであり、農林生産大臣への協議等（⚖条⑤Ⅰ～Ⅲ）も必要
とされている。また、市町村森林整備計画は、地域森林計画に適合して
定めることとされている。このようにトップダウンの階層構造となって
おり、計画大綱や計画数値も国主導で決定され、国の計画に準拠した内
容でなければ国庫補助金の対象にもならないことから、上位計画として
の国の計画の拘束性は強い。計画内容については難解な用語・数値の羅
列が多く、積み上げ計算された帳簿上の数値と実態とが乖離していると
いう問題点もある
12)
。このため、当該市町村ないし流域においてどのよう
な森林像を目指すのか、一般国民はもちろん森林所有者にも具体的にイ
メージすることが困難である
13)
。このため、森林所有者や地域住民から関
心を示されないまま形骸化しており、自治体の意欲もわかず、画一的な
森林計画になってしまいがちである
14)
。とりわけ、市町村森林整備計画
は、専門的・技術的知見が求められるものとなっているにもかかわら
ず、専門職員の不在もあって道県などの示したマニュアルの記載例に沿
って数値を代入して作成されているのが実態と指摘されている
15)
。このた
め、2011 年の森林法改正により、市町村は、市町村森林整備計画の作
成・達成のため必要があるときは、都道府県知事又は関係森林管理局長
に対し、技術的援助その他の必要な協力を求めることができることとさ
れ（10 条の 12）、都道府県の林業普及指導員は、市町村森林整備計画の
作成・達成のために行う必要な協力のうち専門的な技術・知識を必要と
する事項に係るものを行うこととされた（187 条①②Ⅳ）。
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今後、流域の特性を踏まえた、持続可能な森林計画の立案を可能にす
るためには、計画策定段階から、生物多様性、間伐・保育状況などを具
体化した指標を開示し、NPO、住民代表など多様な主体と行政が協働
するシステムを法制度化すべきである。計画策定過程への住民参加につ
いては、現行森林法上、計画案の公告縦覧と意見聴取の規定（10 条の⚕
⑦）があるものの、住民等から提出された意見の取り扱いについての定
めはない。2011 年改正により、市町村が市町村森林整備計画の案を作
成しようとするときは、森林及び林業に関し学識経験を有する者の意見
を聴かなければならないこととされたところであるが（10 条の⚕⑥）、計
画は住民や森林所有者の意見を反映した、まちづくりや地域課題の解決
に資するものとすべきである。このためには、計画策定作業に NPO、
住民代表や学識経験者等から構成される組織が参画し、行政側と連携し
てワ－クショップにより計画立案を行うこと、行政当局からの計画案の
早期提示を行うことが不可欠である
16)
。計画策定委員会を市町村の附属機
関（地自法 202 条の⚓）として条例により設置することにより法的な根拠
を付与することも考えられる。そして、地域ごとに求められる森林像を
空間的に把握できる計画とするため、地理情報システム（GIS）の活用
により、図面ならびに植生、景観、野性鳥獣、土地利用などの各種デー
タを一元管理できるようにして、行政、森林組合、地域住民らが情報の
共有化を可能にすることが適切である。
②林地開発許可
森林の無秩序な破壊を防止するため、保安林を除く地域森林計画の対
象となっている民有林において土地の形質を変更する行為で、1ha を超
えるものは都道府県知事の許可を受けなければならないこととされてい
る（10 条の⚒①）。林地開発制度は、高度経済成長期以降の保安林以外の
森林においてゴルフ場等の無秩序な開発が急増したことを背景に 1974
年の法改正により創設されたものである。しかし、当該許可制度につい
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ては、森林の他用途への転用自体を禁止するものではなく、ア周辺地域
において土砂の流出又は崩壊その他の災害を発生させるおそれがあるこ
と、イ地域における水害を発生させるおそれがあること、ウ地域におけ
る水の確保に著しい支障を及ぼすおそれがあること、エ周辺の地域にお
ける環境を著しく悪化させるおそれがあること、のいずれにも該当しな
いときは許可をしなければならない（10 条の⚒②）。たとえば、環境に関
する許可要件である「当該森林の周辺の地域における環境を著しく悪化
させるおそれ」の判断は、残置森林率によっており
17)
、生物多様性の保全
自体を目的とした要件規定はない。このため、たとえ地域景観や生物多
様性の保全に影響を与えるおそれのある開発行為であっても許可せざる
をえないことが少なくなく、ゴルフ場建設や土石採掘を目的とした許可
が全国的に行われてきた（2016 年度には、工場・事業用地・農用地の造成
2,999ha、土石採掘 999 ha、計 4,281 ha の許可が行われている
18)
。）。また、1ha と
いう「裾切り」があるため、宅地ミニ開発や小規模な土石採取には無力
である。この点に関し、千葉県では、千葉県林地開発行為等の適正化に
関する条例により、林地開発行為を行う土地の面積が 0.3ha 以上 1ha
以下のものについても、小規模林地開発行為として知事への届出義務を
課し、森林の公益的機能を維持するために必要な措置をとるよう勧告を
行うことができることとしている。さらに、近年、太陽光発電等に係る
違法な林地開発が増加していることから
19)
、2016 年の法改正により、林
地開発許可違反行為に対する罰則が、罰金 150 万円から⚓年以下の懲役
又は 300 万円以下の罰金に引き上げられている。
なお、生物多様性基本法は、地域の自然的社会的条件に応じた保全
（⚓条①）、生物の多様性に及ぼす影響の回避・最小化（⚓条②）、予防原
則と順応的管理（⚓条③）を基本原則として定めるとともに、①事業者、
民間団体、生物多様性の保全等に関する専門的知識を有する者など、多
様な主体の意見を求め、これを十分考慮した上で政策形成を行う仕組み
の活用等を図ること（21 条②）、②民間が行う生物多様性の保全上重要
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な土地の取得など、自発的な活動が促進されるよう必要な措置を講ずる
こと（21 条③）を国に義務付けている。さらに、同法附則⚒条は、政府
は、この法律の目的を達成するため、野生生物の種の保存、森林、里
山、農地、湿原、干潟、河川、湖沼等の自然環境の保全及び再生その他
の生物の多様性の保全に係る法律の施行の状況について検討を加え、そ
の結果に基づいて必要な措置を講ずるものとすると規定していることか
ら、今後、森林法、都市計画法等の個別法が生物多様性保全の観点から
横断的な見直しがなされ、関連法体系において生物多様性が保護法益と
して明確に位置付けられることが求められる。
③保安林
保安林制度は、計 17 種類（ⅰ水源のかん養、ⅱ土砂の流出の防備、ⅲ土砂の
崩壊の防備、ⅳ飛砂の防備、ⅴ風害・水害・潮害・干害・雪害・霧害の防備、ⅵな
だれ・落石の危険の防止、ⅶ火災の防備、ⅷ魚つき、ⅸ航行の目標の保存、ⅹ公衆
の保健、Ⅺ名所・旧跡の風致の保存）の目的別に特定の森林の区域を指定し、
森林の保全と適切な施業の確保を図ることによって、森林の公益的機能
の発揮を目的とするもので、2016 年度末の保安林面積は、全国の森林
面積の 49%に当たる 1,218 万 ha となっている
20)
。保安林においては、都
道府県知事の許可を受けなければ、立竹の伐採、立木の損傷、家畜の放
牧、下草、落葉・落枝の採取、土石・樹根の採掘、開墾その他の土地の
形質を変更する行為をしてはならず（34 条①②）、森林所有者等が保安林
の立木を伐採した場合には、当該保安林に係る森林所有者は、当該保安
林に係る指定施業要件として定められている植栽の方法、期間及び樹種
に関する定めに従い、当該伐採跡地について植栽をしなければならない
（34 条の⚔）。
保安林の指定及び解除の権限は、民有林のうち国土保全の根幹となる
重要流域にある水源かん養保安林、土砂流出防備保安林、土砂崩壊防備
保安林及び国有林の保安林にあっては農林水産大臣（25 条）、その他の
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民有保安林にあっては都道府県知事（事務の区分については、水源かん養、
土砂流出防備、土砂崩壊防備の⚓種類の保安林の指定・解除については法定受託事
務、それ以外の保安林の指定・解除については自治事務）となっている（25 条の
⚒、196 条の⚒①Ⅰ）。保安林の指定・解除に利害関係を有する地方公共団
体の長又はその指定・解除に直接の利害関係を有する者は、農林水産大
臣又は都道府県知事に指定・解除を申請することができることとなって
おり（27 条①）、保安林の指定又は解除に関する告示の内容に異議があ
るときは、意見書の提出、公開の聴聞手続への参加を認める規定（32 条
①②）が置かれていることから、保安林制度は一般的公益と並んで個人
の個別的利益をも保護していると解されており、関係者に解除処分の取
消訴訟の原告適格が認められている（最判昭和 57.9. ⚙民集 36 巻⚙号 1679
頁・長沼ナイキ判決）。しかし、最判が森林法の不服申立ての規定がある
というだけで原告適格を認めたことについては、制定法準拠主義であ
り、そのような規定がないと逆に解されるリスクがあるので、このよう
な解釈方法は不適当
21)
との指摘もある。保安林の公益性に鑑みると、指
定・解除に際しては、「直接の」利害関係を有する者に限らず、幅広く
流域住民の意見反映の手続きを導入することが望ましい。とりわけ、保
安林の解除については、「指定の理由が消滅したとき」（26 条①、26 条の
⚒①）又は「公益上の理由により必要が生じたとき」（法 26 条②、26 条の
⚒②）に行うことができることとなっているが、政治的圧力により道路
やゴルフ場建設の場合にも容易に解除されやすいことが問題である。し
たがって、「公益上の理由」による解除については「周辺環境への影響
を配慮しなければならない」旨を併せて規定しておくとともに、保安林
のうち水源地域にあって特に森林機能の保護が必要な森林については、
関係都道府県の条例の定めるところにより特別区域の指定を行い、原則
として解除を行わないこととする規定を置くべきである。なお、2004
年の法改正により、指定の目的に即して機能していないと認められる保
安林を農林水産大臣が特定保安林として指定し（39 条の⚓①）、その区域
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内に地域森林計画の対象となっている民有林がある場合は、都道府県知
事が要整備森林を選定し（39 条の⚔①）、必要な森林施業勧告を行い、勧
告に従わない場合等には、森林所有者等に対して権利移転等の協議を勧
告し（39 条の⚕①）、協議不調の場合は、知事が森林所有者等に代わって
保安施設事業を行うことができる（39 条の⚗①）こととされた。当該制
度について、総務省が 2017 年に行った「森林の管理・活用に関する行
政評価・監視結果に基づく勧告」（以下、「2017 年総務省勧告」という。）は、
調査対象とした 17 道府県が 2014 年度末で選定していた要整備森林につ
いて、選定後も長期間、森林所有者等に対する必要な森林施業の通知や
通知後の勧告が行われていなかった事例が見られたことを指摘してい
る
22)
。
④適正な森林施業の確保
ア．土地使用権の設定
森林から木材等を搬出、林道など森林施業に必要な設備をする者は、
都道府県知事の認可を受けて土地所有者等に使用権の設定に関する協議
を求めることができ（50 条①）、協議不調の場合、認可を受けた者の申
請（51 条）に基づき、都道府県知事の裁定により、裁定申請者は、その
土地の使用権を取得し（53 条）、土地に関するその他の権利は、その使
用権の内容と抵触する限度においてその行使を制限される（54 条）。都
道府県知事は、協議の認可の申請があったときは、土地の所有者等の意
見の聴取を行わなければならないこととされていた。しかし、所有者等
が不明の場合には意見を聴くことができず、以後の手続きを進めること
ができなかったことから、2011 年の法改正により、都道府県知事は公
開による意見の聴取を行うこととし、意見聴取期日の⚑週間前までに事
案の要旨、意見の聴取の期日・場所を当事者に通知するとともに公示し
なければならないこととされた（50 条②～⑤）。通知については、土地の
所有者等が不明なときは、通知に代えて市町村の事務所の掲示場に掲示
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を行うことにより、通知が相手に到達したものとみなされる（189 条）。
これにより、土地所有者等が不明の場合にも、使用権の設定のための手
続きを進めることができることとなった。また、森林の整備・保全を目
的として設立された特定非営利活動法人等が市町村長の認可を受けて、
当該法人の行う間伐、保育その他の森林施業の実施に関する措置を内容
とする施業実施協定を締結できる旨規定されている（10 条の 11 の⚙）。し
かし、森林施業の適正化の観点だけでなく、地域の里山などありふれた
自然環境を守り、親しむ目的でのボランタリーなアクセス権を担保する
ことについては十分とはいえない。
イ．共有林の持分移転の裁定制度
2016 年の改正により共有者不確知森林制度が新設された。これは、
以下のような裁定制度である。
地域森林計画の対象となっている共有林で、共有者の一部を確知する
ことができないもの（共有者不確知森林）について、他の共有者（確知森林
共有者）は、市町村長に公告を申請し、市町村長は、当該共有者不確知
森林の森林所有者の一部又は土地所有者の全部若しくは一部を確知する
ことができない旨、当該共有者不確知森林の森林所有者又は土地所有者
で確知することができないもの又は当該共有者不確知森林に関し所有権
以外の権利を有する者で当該森林の伐採、造林について異議のあるもの
は、公告の日から⚖月以内に申し出るべき旨等を公告する。公告後⚖月
の期間を経過したときは、市町村長は異議の申出の有無を確知森林共有
者に通知し、申出がないときは、確知森林共有者は、都道府県知事に裁
定を申請し、裁定において定められた補償金を供託して立木の持分（不
確知立木持分）及び当該共有者不確知森林の土地の造林から次の伐期まで
の使用権（不確知土地所有権）を取得することができる（10 条の 12 の⚒～10
条の 12 の⚘）。
当該規定は、財産権に対する相当に強度な制限ではあるが、確知森林
共有者による適切な森林施業の確保のために、他に妥当な手段がないこ
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と、不確知土地所有権の設定期間は主伐期までの一作分のみで、期間が
限定的であること、事前に公告、意見申出の機会を与えるなどの手続き
を踏むこととしていること、正当な補償として都道府県知事が定める補
償金を供託しなければならないこととしていることから、規制手段が規
制目的を達成するための必要性、合理性を欠くものではなく、憲法 29
条の趣旨を逸脱するものではない
23)
とされている。
⚓．森林の公益的機能維持に向けた法政策
（⚑）森林計画策定過程の見直し
国と地方の計画間調整については、①法律が計画間の序列を示した
り、実体法上の調整事項を置き、広域計画の優位を示すもの（広域計画
優位型）、②広域計画主体による指揮・監督手段として、狭域計画主体に
対する認可・承認権限又は助言・勧告・指示権限を認めるもの（監督規
制型）、③計画策定機関とは異なる調整主体による調整を図るもの（仲介
型ないし組織型）、④広域計画の策定にあたり、狭域計画策定主体からの
意見聴取や協議の義務付け等により計画主体間の対話・交渉を通じた調
整を図るもの（手続型）、⑤協議による計画策定方式、狭域計画主体に計
画案策定を委ねる方式、広域計画策定にあたり関係団体に同意取得義務
を課す方式（狭域計画尊重型）、の⚕種類の調整手法に分類できるとされ
る
24)
。
自然条件、社会条件が異なる地域ごとに目標とすべき森林像を示して
持続可能な森林管理を行うためには、地域における合意形成が不可欠で
ある。このためには、森林計画制度をボトムアップ型の計画策定過程に
転換することが適切である
25)
。たとえば、都道府県知事が地域森林計画の
案を作成しようとする場合、あらかじめ関係市町村長及び河川管理者の
意見を聴くとともに、森林組合その他の森林保全に関する活動を行う者
の意見を計画に反映させるために必要な措置を講じなければならないこ
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とを規定し、農林水産大臣は、地域森林計画案に基づき、全国森林計画
を決定するといった手法が考えられる。その際、農林水産大臣は、全国
的な観点から計画に盛り込むべき事項については、関係行政機関の長と
協議の上、各都道府県知事に対し、森林計画案の作成上準拠すべき事項
を指示することができることとすればよい。このような変更は、上記②
あるいは⑤の型への転換である。計画策定過程に利害関係者や地域住民
の参加を多段階で認めていくことにより、現場の意思が反映され、植栽
樹種、伐採時期、間伐方法などに地域特性を活かせるようにすべきであ
る
26)
。
（⚒）ローカル・ルールによる地域環境管理
①森林環境ガバナンスの構築
わが国の法制度は、縦割立法と緩やかな土地利用規制の下、特別の規
制がない限り土地所有者は自由に自己の土地を利用しうる
27)
。しかし、森
林は古来、底地の所有権にかかわらず、入会として慣習法的利用がなさ
れ、景観や生態系の保全など公益的機能をも果たしてきたことに特徴が
ある。森林は、たとえ私有財産であっても、流出抑制、生態系保全など
多面的な公益機能を有していることから、権原の所在にかかわらず、公
共的な自然資源としての管理のあり方を検討する必要がある。このよう
なシステムを形成するためには、各河川の流域内の森林、河川を含めた
空間全体を一体的にとらえた土地利用計画に基づき、林業家、住民、
NPO、企業等が、それぞれの特性をふまえて自治体と協働して、その
まちづくり計画との有機的な連携の下に森林を環境資源として管理する
仕組みを法制度化することが必要である。「協働」とは、複数の主体が
対等な資格で、具体的な課題達成のために行う協力関係をさし、森林の
保全管理を実効的に進めるためには、地域住民が主体となりつつも、外
部の人と議論して合意を得つつ、森を利用し持続可能な管理を進めると
いう形の協働が必要と考えられる。このためには、土地利用計画や規制
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基準を住民自身がボトムアップで策定することにより、「地域のルール」
として認知することが不可欠である。そこで、住民組織（「里づくり協議
会」等）を構成し、当該組織が作成した土地利用計画を知事が認定する
ことによって、当該地域内の開発行為計画の審査基準となる旨を都道府
県の条例において規定しておくことが考えられる。たとえば、神戸市の
「人と自然との共生ゾーンの指定等に関する条例」の「里づくり計画」
や兵庫県の「緑豊かな地域環境の形成に関する条例」の「景観整備地
区」の規定などが、農山村の環境まちづくりに活用されている。なお、
条例の制定主体については、後述の広域連合とすることも考えられる。
このようにして、住民や専門知識を有するNPO等と行政との共同的意
思決定手続きを法制度に組み込むことにより、流域住民は、単に行政主
体による行政的規制の客体ではなく、政策形成過程における協働主体と
して位置づけられることになる。これがガバメント（統治）に代わるガ
バナンス（共治）である。
②条例制定権の活用
法令による全国一律の規制だけでは地域の自然的、社会的特性をふま
えた対応が困難である場合あるいは法令の定める要件規定が抽象的でこ
れを明確化する必要があるような場合、既存の法律の規制対象について
その許可要件等を条例で新たに追加、加重又は具体化し、法律の枠組み
を用いて執行する、法律リンク型の条例（「法律実施条例
28)
」）も有効に活用
すべきである。法律実施条例について、以下のように、近年の学説は適
法性を広く認める傾向にある。
（ア）「法律上の要件の条例による具体化（「具体化条例」）」は、「法律上の
権限者に与えられた裁量権の範囲内」であれば許されると解するもの
29)
、
（イ）法律を通じた国会の自治体に対する命令を⚑つのベクトルの形状
で考えた場合、法律本則や政省令により決定された内容を除く残余の部
分には、法令の範囲内で自治体が裁量を行使しうる余地（オープン・スペ
ース）があると考えるべきとするもの
30)
、（ウ）地方自治法⚒条 12 項の解
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釈原則をふまえて「自治事務において、法令上の（強化・緩和を含む）基
準によっては、地域における行政需要に応じた自主的・総合的な行政実
施が困難であり、それを補完する並行条例によっても、当該法令によっ
て並行条例に課される制約によって的確に対応できない場合」には、法
律の適用命令は法令自体においては完結しておらず、条例による実体要
件の付加が認められる
31)
とするもの
したがって、森林法においても、法令の基準のみによっては、地域課
題の解決が困難であることを地域的な立法事実から明らかにすることが
できれば、たとえ法律の委任がなくとも、法律の趣旨・目的の範囲内
で、条例により法定要件の具体化、詳細化、追加又は加重を行うことは
適法と解すべきである。現行の林地開発許可制度については、森林の多
面的機能を保全するための規制としては不十分である。本来、斜面緑地
や里山の保全が図れるような許可基準を法定し、必要に応じて条例によ
る上乗せ、横出しができる旨の確認規定を森林法に置くべきであるが、
現行森林法においても、条例による規制を明確に禁止する規定はないこ
とから、立法事実をふまえて条例による許認可基準の上乗せ・横出しを
行うことは適法と考えられる
32)
。また、森林法に定める許可要件の具体化
又は詳細化を図る、いわゆる「具体化条例」についても積極的に制定す
ることが望まれる。たとえば、林地開発許可においては水の確保に「著
しい悪化のおそれ」があるときは許可してはならないとされているが、
何をもって「著しい」というのか不明確であり、不許可にできる場合は
ほとんどないのが実情である。そこで、水源涵養や森林生態系保護につ
いての許可基準、裁量基準を条例により具体化することが考えられる。
たとえば、林地開発許可の事務については、2000 年の地方分権改革に
より機関委任事務から自治事務とされ、地方自治法は自治事務について
は、「地域の特性」に応じた事務処理への配慮（地自法⚒条⑬）を国に義
務付けていることも地域により異なる規制を行う論拠となりうる。
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（⚓）現代的コモンズによる森林管理法制
①コモンズの意義
古来、自然資源の枯渇を防ぐための一定のルールの下に資源を総有の
権利として利用する入会は、コモンズ（commons:英国の共同放牧地における
牧夫たちの共同的管理運営制度に起因する）とよばれ、自然の再生産力を維持
した持続可能な資源管理を可能としてきたといわれる
33)
。入会の構成員は
一定範囲で収益権を有し、その内容は慣習によって定まる
34)
。居住地に近
接する広葉樹林である里山は、薪炭林や農用林として生活や農業に利用
され、薪や下草等の採取が植物にもたらす攪乱・ストレスによる種の競
争緩和が植物種の多様性につながり、さらに動物種の多様性を高めて健
全な生態系の持続
35)
につながるという連関を有していた。入会林としての
共同的な生産労働が生物多様性やランドスケープとしての景観の保全、
洪水防止などの公益と有機的に結合していたのである。しかし、1966
年成立の「入会林野等に係る権利関係の近代化の助長に関する法律」
（入会林野近代化法）は、入会を近代的土地所有制度になじまないものと
して、消滅させることとし
36)
、入会権者全員の総意によって、単独所有地
に分割するか民法上の共有地とすることとした。この結果、化石燃料や
化学肥料への転換、農林業の後継者難などに伴って里山が放置林化して
も、私有地について第三者が関与することはできないため、さらに森林
荒廃が進むという悪循環をたどる結果となる。
放置された里山林の保全管理のためには、農林業従事者だけでなく、
住民、NPO、企業等の多様な主体が行政機関と協働し、地域の環境資
源として管理する新たな仕組みを構築すべきである。このためには、森
林所有者は適正な管理による森林の多面的機能の保全義務を有すること
を森林法に明記
37)
するとともに、現代的コモンズの制度化を図るべきであ
る。近年、生物多様性や景観など、残存する里山の環境財としての価値
が見直され、都市住民などが、所有者の承諾を得て森林を利用するとい
う形で、現代的な里山コモンズを模索する取り組み
38)
も行われるようにな
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っている。これは、かつての生産を目的とした地縁主体のクローズドな
入会とは異なり、森林の「所有」と「管理」を分離し、住民、NPO 等
が森林にアクセスし、地域の環境資源として管理する協働的な取り組み
39)
である。1992 年の地球サミット・リオ宣言においては「持続可能な開
発」という標語が掲げられ、資源の共同利用地としてのコモンズについ
ては、資源の持続的利用を図り地球環境の保全に寄与する営みとして国
家の森林政策において制度的に推進されるべきである旨が述べられてい
る
40)
。
また、2010 年に名古屋市で開催された生物多様性条約第 10 回締約国
会議（COP10）において発足した SATOYAMA イニシアティブ国際パ
ートナーシップの進展を図る上でも、地域住民だけでなく、都市住民、
NPO などが里山林の共同管理を行う仕組みとしてのニュー・コモンズ
の必要性が重視されている
41)
。地域の里山は、私有財産であっても、地域
の合意に基づく社会的自己規制が国家の法規制と相互に補完しあうこと
により持続的な維持管理が可能となるという関係
42)
にあるからである。
②「共」による里山管理
里山のもたらす多様な便益のうち、重要なものの⚑つに生物多様性が
ある。人間が生物多様性によって得られるさまざまな恵みは、「生態系
サービス」と呼ばれ、「供給サービス」（食料、淡水、木材等）、「調整サー
ビス」（気候調整、洪水制御等）、「文化的サービス」（教育、レクリエーション、
審美等）、「基盤サービス」（土壌形成、栄養素の循環等）に分類される
43)
。な
お、2007 年 11 月に策定された第⚓次生物多様性国家戦略においては、
100 年後の望ましいイメージの⚑つとして「里山では、さまざまなタイ
プの生態系が混在する状態が復活」している状態が挙げられている。本
来、二次的自然である里山を保全していくためには、常時人為的な働き
かけが必要であるため、「公」（公有財産）と「私」（私有財産）の二項対立
を越えた地域による「共」としての管理が不可欠であり、共同的管理
が、地域的ルールの下でなされるべきである。このためには、森林所有
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権を持たない都市住民やNPOなどの第三者に対しても里山林へのアク
セス権と利用権を認めることにより、環境の質を維持していくことが適
切である。たとえば、千葉県里山の保全、整備及び活用の促進に関する
条例は、人里近くの樹林地等を「里山」と定義した上、土地所有者等と
里山活動団体が締結した維持管理協定を知事が認定する制度を設けてお
り、認定を受けた活動に対しては、県費助成措置がある。同協定に基づ
いて活動する、ある NPO 法人は、樹木伐採、植林、下草刈り、植生調
査等を協定に定められた⚔か所の里山を活動フィールドとして行ってい
る。また、長野県ふるさとの森林づくり条例においては、地域住民等が
自発的な活動をしようとする里山を里山整備利用地域として認定し、森
林所有者と里山の整備・利用を希望する団体等と里山利用協定の締結を
図ることなどを規定している
44)
。さらに、森林経営計画に基づき、複数の
里山所有者から森林経営の委託を受けたNPO法人が計 102ha の里山を
管理し、間伐材を用いたバイオマス燃料の販売など森林経営を自ら行っ
ている事例もある
45)
。全国的にも、市民団体等が森林を無償で借り受け、
県、地元市町村とともに所有者と環境保全協定を結び、植栽や下草刈り
等の活動を行っている事例は少なくない。とりわけ、私有林における財
産権の保護と森林のもつ公益的機能保全の要請とを適合させるために
は、森林所有者と森林組合、流域住民、NPO、行政など多様な主体に
よる利害調整と合意形成が不可欠であることから、グランドワークトラ
ストを活動の中核に位置付けることが考えられる。これは、地域住民や
森林組合などの地域的なコミュニティと学識経験者、NPO などの市民
活動団体がネットワーク化し、連携してグランドワーク（生活空間におけ
る活動体）を形成するものであり、地域森林協議会のような組織が、管
理を放棄している所有者から委託を受けて協議会で森林管理することが
できる協働システムの構築が提唱されている
46)
。なお、協働組織における
行政の役割は、専門家の派遣や経費助成等によりグランドワークトラス
トの活動を支援することが主となる。各地域、市町村、流域と、狭域か
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ら広域に、入れ子状にこのような組織体を形成することによって、たと
えば地域森林計画の立案に際しても、関係主体がラウンドテーブルにつ
いた合意形成過程を形成し、ワークショップなどを通じて地域の望まし
い森林像を構想していくことも可能となる
47)
。
近年の法改正により、森林施業に対する公的関与の強化が図られてき
ているが、森林施業の適正化の観点だけでは、集落近郊の二次的自然で
ある雑木林（里山）を、生物多様性の維持のために保全するには十分で
ない。まず、目的規定（同⚑条）に「森林の有する多面的機能の持続的
発揮」と「多様な主体の参加と協働による森林環境の保全」の趣旨を追
加することにより、森林の持つ多様な機能を見直し、環境資源としての
位置づけを明確化すべきである。そして、次のような規定を新設するこ
とが考えられる
48)
。
①生活地域に隣接し、人による維持管理がなされているか又はかつてな
されていた森林であって水源林など公益的機能の発揮を重視する森林を
市町村長の意見を聴いて都道府県知事が「里山保全地域」として認定
し、森林所有者は、森林組合又は当該区域内の森林の維持管理を希望す
る団体等で知事の指定を受けたもの（以下、「里山管理者」という。）との間
で管理委託協定
49)
を締結して知事の認可を受けること（管理協定は知事が当
該協定を公示した後に土地所有者となった者にも効力を有するものとする）、②
「里山保全地域」内において森林を利用したレクリエーション活動、環
境教育等の実施を希望する個人又は団体は、里山管理者とともに知事に
届け出ることによりアクセス権を取得し、当該森林に立ち入って高度な
施業に至らない森林の維持管理活動を行うことができること（里山管理
者が行う間伐、植栽等に要する経費については、県と市町村とで全額助成）、③知
事は「里山保全地域」内の森林の適正な維持管理について勧告・指示が
できること
このような森林施業とは別の視点から不特定多数の利用権を法的に承
認することは、森林の公共的性質を強化し、国や自治体による経済的支
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援の正当化につながることとなる。この点、ドイツの場合、連邦・州の
森林法で市民に民有林を含む森の利用権を開放していることが、森林官
による経済的・技術的支援を所有者に与える理由となっている
50)
。また、
スウェーデンにおいては、慣習法に由来する「万民自然享受権」の概念
が制定法上認められており、レクリエーション活動等のための他人所有
の林野や池沼への自由な立入りが保障されている
51)
。
（⚔）専門職員の育成
森林計画の策定など林務行政を担う行政職員は、森林に関する多様な
知識を有し、地域の森林事情を知悉していることが必要である。しか
し、国や都道府県に採用される技術系公務員は、大学院や大学で座学を
受けただけで、就職後は⚒～⚓年程度の短期間で異動していくことから
現場経験が乏しく、林業政策が現場から遊離した全国一律のものになっ
てしまうとの指摘がある
52)
。とりわけ市町村の場合、林政の第一線の現場
で総合的な対応が求められるにもかかわらず、専門的な知識・技術をも
つ職員がほとんどおらず、他部門から定期異動してきた職員が様々な業
務を並行処理しつつ、林務に携わっていることが少なくない。とりわ
け、森林面積の多い自治体ほど過疎化の進んだ小規模市町村であること
が多く、林業や土木等の技術系職員を自前で採用すること自体困難であ
るため、専門外の事務系職員が業務を処理していることもまれではな
い。このような現状で、森林法に基づき市町村に付与されている審査
権、勧告権、命令権など様々な権限の適正な行使が担保できるかどうか
疑問であり、法制度を整備しても、それを運用する人材が育たなけれ
ば、実効性のある制度にはなりえない。たとえば、前述の 2017 年総務
省勧告によると、森林経営計画の認定について、調査対象とした 39 市
町村で 186 計画を抽出調査したところ、認定要件を満たさない内容であ
るにもかかわらず、森林経営計画の作成者に対し計画内容の修正等を求
める指導を行わないまま、市町村が森林経営計画を認定していた例（29
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市町村 59 計画）がみられたと指摘されている
53)
。その理由については、担
当職員が⚑人しかおらず、他の業務も処理しなければならない状況であ
り、限られた処理期間の中で、全ての認定要件を十分に確認することは
困難であること、森林・林業に関する業務を初めて担当するなど専門的
知識があるわけではないため、添付書類の有無など形式的な内容の確認
にとどまっていること、間伐の下限面積を算出するための計算方法など
認定要件が複雑なものの計算を誤る場合があったことなどがあった
54)
。
専門能力を有する職員の育成については、たとえばドイツでは、各州
に林野庁と森林管理局が置かれており、国家試験に合格した上級フォレ
スターが各州に採用され、⚑つの任地で 10～15 年勤め、1,500ha くら
いの林地の管理を担当している。フォレスターは森林の管理・施業だけ
でなく、生産された材の販売支援まで行うなど、高い知識と技術を身に
つけた専門家として、若者のなりたい職業では、パイロット、医師に次
いで⚓番目というほど社会的評価の高い職業となっている
55)
。
2009 年に策定された「森林林業再生プラン」は、重点方針の⚑つと
して人材育成を挙げており、2010 年の「人材育成マスタープラン」に
おいて、森林総合監理士（フォレスター）や森林施業プランナーという専
門人材を育成することとしている。森林総合監理士は「市町村森林整備
計画の策定支援を通じて、地域の森林づくりの全体像を描くとともに、
市町村が行う行政事務の実行支援を通じて、森林所有者等に対する指導
等を行う人材」（日本型フォレスター
56)
）であり、2013 年度から始まった林
野庁の研修を受講して森林総合監理士として登録された者は、都道府県
職員や国有林野事業の職員を中心に 1,169 名となっている（2018 年⚓月
末現在
57)
）。また、森林施業プランナーは、「森林施業の方針や施業の事業
収支を示した施業提案書を作成して森林所有者に提示し、施業の実施に
関する合意形成を図るとともに、面的なまとまりをもった施業計画の作
成の中核を担う人材」であり、森林組合や林業会社の職員などが、森林
所有者に代わって森林経営計画の作成などを行う。育成のために林野庁
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による研修の他、森林施業プランナー協会による認定制度が導入されて
いる（2018 年⚓月までに、1933 名が認定済）。
このような資格認定制度が創設されたことは、人材育成の点で前進で
はあるが、課題も少なくない。森林総合監理士については、その多くが
都道府県の林務職員であるが、まだ市町村の認知度が低い
58)
上、人員削減
が進む中で、市町村支援のために配分できる人的リソースには限界があ
る。また、定期的な人事異動が避けられないため、現場感覚に乏しく、
地域住民や森林所有者らと継続的な情報交換を行って「地域の森林づく
りの全体像」をみすえた長期的な観点からの対応を行うことが難しいと
いえる。そもそも、地域の森林資源状況、社会的条件から地域の森林管
理のマスタープランを創造的に作成するための支援をする役割を担うこ
とが森林総合監理士に期待されているにもかかわらず、都道府県職員
は、国庫補助制度の枠組みを前提に、林野庁の文書や指針等を理解する
訓練を積み重ねてきているため、型にはまった思考しがちであることも
指摘されている
59)
。この点については、必ずしも林務職員に限ったことで
はなく、2000 年⚓月まで続いた機関委任事務体制下において自治体職
員は、自ら思考し自主的、自立的な決定を行うことよりも、国が立案す
るさまざまな施策を忠実に執行する役割が求められてきたことを指摘し
ておく必要がある。かつての自治体は、国の通達に従った画一的な事務
処理が求められ、業務に高度の専門性は求められなかったため、特定分
野におけるスペシャリストではなく、短期間で多くの業務を経験しつつ
昇格していくジェネラリストが主流であった。しかし、地方分権が行わ
れ、地域の独自性が求められるこれからの時代にあっては、自治体の現
状と課題を理論的に分析して地域特性に応じた政策を立案し、制度設計
する能力を涵養することが不可欠であり、専門職能分野の能力開発を重
視した人事システムが求められる。このためには、人事異動のローテー
ションを、多くの自治体で行われている⚓年よりも長くするとともに、
特定の職務についての専門能力や経験を持った職員を活用できる専門職
森林管理と森林環境保全に関する法制度の考察
23
的ポスト（たとえば、課長級又は課長補佐級のポストとして、「○○指導監」のよ
うなものが考えられる。）を設け、森林総合監理士なども含め、特定分野の
エキスパートと認定された職員をスタッフ専門職として処遇
60)
すべきであ
る。いわば職制上のラインにおける「出世」にこだわらず、特定分野の
エキスパートとして勤務する職員の「専門性」を組織化し、エキスパー
トが、活き活きと能力を発揮できるような職場環境を整備
61)
することが必
要である。森林管理のリーダーとしてのフォレスター養成のためには、
国や都道府県の人事制度の中で、採用時からフォレスターの職種を設
け、技術者として誇りを持てる給与体系と、政策に対する強い発言権を
保障していくことが重要との指摘
62)
もある。
一方、森林施業プランナーについては、地域的偏在や研修内容の標準
化と質の確保が進んでいないといった課題が指摘されている。また、所
属機関内外での知名度の向上と森林総合監理士や森林経営計画の認定等
に関わる市町村担当者等との連携強化、所属機関でのキャリアパスや処
遇の改善がなされることが重要である
63)
。
（⚕）水源林の土地取得に対する規制強化
2011 年の森林法改正の際、地域森林計画の対象となっている民有林
について新たに森林の土地所有者となった者の市町村長への届出義務
（10 条の⚗の⚒①）が議員修正より追加され、市町村長は、届出のあった
民有林が保安林であるときは、都道府県知事に届出の内容を通知しなけ
ればならないこととされた（10 条の⚗の⚒②）。これは、相続等による所
有者不明森林の増加や外国資本による水源地の森林買収の動き
64)
などを背
景に設けられたものであり、地方公共団体が行う森林の買入れに対する
国の財政支援措置も規定された（191 条の⚙）。さらに 2016 年改正によ
り、市町村は、地域森林計画の対象となっている民有林の一筆の土地ご
とに、その森林の土地の所有者の氏名又は名称及び住所、土地の所在、
地番、地目及び面積、土地の境界に関する測量の実施状況等を記載した
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林地台帳を作成しなければならないこととされ（191 条の⚔①）、2019 年
度から本格運用される。しかし、前述の 2017 年総務省勧告によると、
39 市町村が 2014 年度に受理した森林の土地所有者届出 1,176 件の届出
事由の約⚗割を「相続」が占めていたところ、死亡に関する届出リスト
表への掲載等により相続人等に対し土地所有者届出制度の周知をしてい
た市町村は 10 市町村にとどまっており、関係者への効果的な周知方法
が課題である。また、未登記土地については、一定期間の公告を経て、
登記官が職権により、相続人代表者又は市町村名義に登記することを可
能にするといった登記制度の見直しもあわせて進める必要がある
65)
。
土地売買自体を規制する法律には、国土利用計画法があり、同法は、
一定規模以上の土地取引（市街化区域は 2,000 平方メートル以上、市街化区域
以外の都市計画区域は 5,000 平方メートル以上、都市計画区域外は⚑ヘクタール以
上）について、契約締結後⚒週間以内に市町村を経由して都道府県知事
あてに届出を行うことが義務付けられている（23 条①②）。また、同法
は、地価が急激に上昇するおそれ等のある区域について、都道府県知事
がゾーニングを行い、土地取引を規制することができることとしてお
り、規制区域内（12 条①）では許可制、監視区域内（27 条の⚖①）及び注
視区域内（27 条の⚓）では事前届出制とする措置をとることができる。
一方、外国人の土地取得についての規制を定めた法律としては、外国
人土地法があり、同法⚑条は、日本人・日本法人による土地の権利の享
有を制限している国に属する外国人・外国法人に対しては、日本におけ
る土地の権利の享有について、その外国人・外国法人が属する国が制限
している内容と同様の制限を政令によってかけることができると規定し
ているものの、政令は制定されたことはなく、実質的に機能していな
い。このようなことから、水源地域保全のため条例による規制を行う都
道府県が増加しており、水源保全地域の指定、指定地域内の土地の権利
移転について知事に事前の届け出を義務付け、必要に応じて助言、勧告
ができる制度が導入されている
66)
。しかし、条例に基づく事後的な届出と
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勧告（行政指導）の制度だけでは十分ではない。水源林の土地取得問題
の本質は、外国人・法人による買収自体というよりもむしろ、水源林の
機能を保全するための国の法制度が不備で、土地所有権の前に脆弱であ
ることである。
森林自体が有する多面的機能の公共性に鑑みると、森林の土地（底地）
の所有権は、宅地や農地の所有権に比して公共の福祉のための制約をよ
り強く受けると考えられることから、本来、農地法に定める、農地の権
利移転の認可制（農地法⚓条）、農地転用の許可制（農地法⚔条）及び転用
目的で行う農地の権利移転の認可制（農地法⚕条）に類する規定が必要と
いえる
67)
。しかし、これから全国の林地全体に一律に規制をかけることは
事実上困難であるため、水源涵養域として重点的な保全が必要な区域に
限定して、都道府県知事が定める区域を「水源林重点保全区域」（仮称）
等としてゾーニングを行い、都道府県知事への事前届出を義務付けると
ともに、当該区域内における立木の皆伐その他の不適切な行為を禁止す
る規定を森林法に置くことが考えられる。さらに、重点保全区域内にお
いて森林の公益的機能の発揮のために特に適正な管理を図る必要がある
場合、最終的な手段として、公有林化を進めることも検討すべきであ
る
68)
。たとえば、皆伐が行われ、跡地に造林が行われていないなど不適切
な管理がなされているような場合などが想定されよう。このためには、
都道府県知事が公有林化のための先買権を有すること、土地買取りのた
めの資金源となる公的基金を造成できること、このために一定額を国庫
補助することができることなどを規定することが適切である。たとえ
ば、先買いについては、以下のような規定を置くことが考えられる。①
土地所有者等は、地下水源保護区域内の土地の所有権又は土地を使用収
益する権原の移転又は設定の契約をしようとするときは、あらかじめ契
約当事者の氏名・名称、住所、契約に係る土地の所在及び面積、予定対
価の額、土地の所有権等の移転又は設定後における当該土地の利用目的
などをあらかじめ都道府県知事に届け出なければならないこと、②届出
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後一定期間は土地の譲渡を禁止するとともに、当該期間以内に都道府県
知事が届出をした者に対し届け出に係る土地の買取通知をしたときは、
当該土地について、当該都道府県との間に売買が成立したものとみなす
こととすること、③買入れをする場合における土地の価額は、近傍類地
の取引価額等を考慮して算定した相当な価額によるものとし、価額の算
定するにあたっては、不動産鑑定士その他の土地の鑑定評価について特
別の知識経験を有し、かつ、公正な判断をすることができる者に評価さ
せなければならないこと。
なお、ゾーニングに際しては、水理学、水文地質学、森林学等の学際
的な検討が必要となるため、ドイツ、フランス、イギリス等の諸国にお
ける水源域の土地利用規制の先進事例なども参考に、水源涵養保安林等
のうち重要な森林について、自治体がゾーニングを行うためのガイドラ
インを国が示すことが適切である
69)
。
わが国における「強すぎる土地所有権」を克服していくための実定法
システムの形成は、今後の課題として残されている。そもそも「所有権
の絶対性」とは、封建的な土地利用からの解放を意味する近代民法典の
スローガンであるが、所有権者が絶対的に勝手なことができるという原
則ではない
70)
。本来、封建的支配からの絶対的自由を意味していた近代的
土地所有権の絶対性という観念は、人為的に区画された地表の一辺の上
空および地下の範囲内の自然に対しても自由に支配権を及ぼすことを認
める観念を導き出してしまった
71)
との指摘もなされている。とりわけ土地
は、人間による労働生産が不可能な自然の構成要素であり、人間の生存
に絶対不可欠な基盤をなすものであることから、動産や建築物よりも強
い公共的性格を有する
72)
ものといえる。土地所有権の内容としての空間の
「利用」については、それぞれの土地の置かれた自然的、社会的条件に
応じて行われ、連続する他の空間との適切な調整と配分がなされなけれ
ばならない
73)
。とりわけ森林の場合、私有財産であっても、それ自体が林
業の対象としての経済的機能だけでなく、多面的な公益機能を併せも
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ち、それが流域の地下水や河川表流水の水量・水質に影響し、河川から
海域に至る生物多様性にも多大な関係を有している。さらに、森林のも
つ二酸化炭素吸収機能は、地球温暖化防止の観点からも重要である。森
林の有する多面的機能の発揮と林業の持続的かつ健全な発展を基本理念
とした森林・林業基本法の趣旨にも鑑みると、森林の土地所有権は、森
林が有している多面的な公益機能を阻害しないように使用、収益、処分
すべき内在的制約を有していると考えることが適切である。
（⚖）広域連合制度の活用と地方公共団体の多様化
わが国においては、都道府県や市町村は地域の総合行政主体として、
法令の定めるところに基づき多層的に事務を処理している。多層的事務
処理方式は、国の出先機関の増加を防ぐという国家行政簡素化の見地、
中央レベルで縦割りとなっている行政を地域レベルで総合的に行うこと
が必要であるとする地域総合行政論の見地に基づくもの
74)
とされる。この
ような仕組みは、国の省庁が立案した事務・事業を現場で実施するため
の総合出先機関として自治体を位置付けるには好都合である反面、地域
特性等を踏まえた独自の事務を完結的に行う機会は乏しくなりがちであ
る
75)
。地域総合行政を前提に、基礎的自治体である市町村に権限を委譲し
つつ、その行財政運営の効率性を追求していけば、広域的な市町村合併
による規模拡大を進めざるを得なくなるのは必然である
76)
。しかし、昭
和、平成の各時代の市町村合併に伴い、周辺地域の加速度的な人口流出
と地域活力の衰退につながっている事例が少なくない。自然環境に順応
した地域特有の農林業に必要な集落の単位と機能が崩壊し、農林業の基
盤が弱体化
77)
したことが、現在の林業不振を招来しているといえる。この
ような課題に対処するため、総合的行政主体としての機能を市町村、都
道府県と重層的に積み上げるだけではなく、特定目的の自治体の創設に
よる複線型の制度への転換
78)
を図り、住民の政策形成過程への参画を推進
するシステムが構築されなければならない。そこで、流域単位で川上の
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森林所有者、森林組合等と川下の都市住民、流通加工業者、住宅建築業
者等の代表者との間で合意形成と利害調整を図りつつ、森林管理・経営
を行うための特別地方公共団体を制度化することが考えられる。広域連
合は、法律又はこれに基づく政令の定めるところにより、国の行政機関
の権限の受け皿となることができることから（地自法 291 条の⚒①）、森林
法など関係法令に基づく権限を委譲していくことが望まれる。2018 年
⚔月⚑日現在で広域連合は全国に計 116 設置されており、その多くが後
期高齢者医療、介護保険、消防等の事務に関するものであるが、たとえ
ば上伊那広域連合（長野県、⚒市⚓町⚓村）は「広域的な環境保全に関す
ること、木曽広域連合（岐阜県、⚓町⚓村）は「木曽川上下流交流の推進
拡大及び森林整備協定の推進」、揖斐広域連合（岐阜県、⚓町）は「治山
治水及び林業の振興に資するための造林事業に関する事務」を処理する
こととしている。また、府県が加入するものとしては、2010 年に設立
された関西広域連合（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥
取県、徳島県、京都市、大阪市、堺市、神戸市）がある。県が加入し、かつ河
川及び森林の流域一体管理を目的とした広域連合として、「流域連合」
のような組織が設立されることにより、森林総合監理士の有資格者を常
勤職員として一定数雇用することも可能となる。
なお、森林整備等に必要な財源に関しては、現在、37 府県が住民税
の超過課税を実施しているが、2019（平成 31）年度の税制改正において
国税としての森林環境税（仮称）が創設され、2024 年度から課税される
こととなっている。これは、後述の森林経営管理法の制定に伴い市町村
が実施する森林整備等に必要な財源に充当される。しかし、広域連合に
は独自課税権が認められていないため、この点の見直しが課題と思われ
る。
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⚔．森林経営管理法の制定と課題
（⚑）森林経営管理法の概要
森林経営管理法（平成 30 年法律第 35 号）が 2018 年⚕月 25 日に成立し、
2019 年⚔月⚑日から施行される。同法は、2018 年⚓月⚖日に国会提出
されてから⚒箇月余りでの早期成立であった。同法制定の趣旨は、人工
林の約半数が主伐期を迎えている中で、多くの森林所有者が林業経営の
意欲を持てずにいる一方で、林業経営を行う民間事業者においては事業
規模拡大のための事業地確保が課題となっているとして、経営管理が行
われていない森林について、市町村が必要な権利を取得した上で、意欲
と能力のある林業経営者に委ねることにより、林業経営の効率化及び森
林の管理の適正化の一体的な促進を図る
79)
というものである。法律の主な
内容は、以下のとおりである。
①森林所有者について、「その権原に属する森林について、適時に伐採、
造林及び保育を実施することにより、経営管理を行わなければならな
い。」とする責務を明確にする。
②市町村は、その区域内の地域森林計画対象森林について、経営管理の
状況等を勘案して、経営管理権を集積することが必要かつ適当であると
認める場合には、森林所有者の経営管理意向調査（⚕条）を行った上で
経営管理権集積計画（⚔条①②）を定め、森林所有者等の同意を得て、
これを公告することにより経営管理権（⚒条④）、森林所有者は、金銭の
支払を受ける権利（経営管理受益権）をそれぞれ取得する（⚗条②）。
③市町村は、経営管理権を取得した森林について、ア林業経営に適した
森林は、経営管理実施権配分計画（35 条①）を定め、これを公告するこ
とにより、民間の林業経営者等に経営管理実施権（⚒条⑤）を設定する
（37 条②）、イ自然的条件に照らして林業経営に適さず、林業経営者等に
経営管理実施権を設定しない森林等は、市町村自ら市町村森林経営管理
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事業（33 条①）を実施する。なお、経営管理実施権の設定を希望する民
間事業者については、都道府県が公募し、経営管理を効率的かつ安定的
に行う能力を有することなどが認められる者を公表して、公表された民
間事業者の中から市町村が選定する（36 条①～③）。
④森林所有者が経営管理権集積計画に不同意の森林、所有者不明の森林
については、市町村による公告と都道府県知事の裁定を経て、市町村に
50 年を限度とする経営管理権を設定することができる手続きの特例を
定める（16 条～32 条）。
単独所有の森林につき、当該所有者が確知できない場合、その探索
（24 条）又は公告（25 条）の手続を経て、市町村長が都道府県知事に裁定
申請を行い（26 条）、知事が裁定（27 条①）をしたときは、その旨の公告
を行えば、当該経営管理集積計画に所有者が同意したものとみなされる
（28 条①③）。共有物たる森林につき、共有者の一部が確知できず、森林
共有者で確知されている者の同意が得られている場合、市町村は、不明
森林共有者の探索（10 条）と共有者不明森林に係る公告（11 条）を行い、
公告の日から起算して⚖月以内に異議が述べられなかったときは、当該
不明森林共有者は経営管理集積計画に同意したものとみなされる（12
条）。森林所有者が知れている森林につき、当該所有者（確知森林所有者）
が経営管理権集積計画に不同意の場合、市町村長が同意勧告（16 条）を
行った上で、市町村長が都道府県知事に裁定申請を行い（17 条）、不同
意の確知森林所有者からの意見書の提出（18 条①）を経て知事が裁定を
行い、その旨の通知をしたときは、確知森林所有者は、経営管理権集積
計画に同意したものとみなされる（20 条③）。なお、これらの規定の新
設に伴い、2011 年の森林法改正により新設された要間伐森林の施業代
行制度の規定（旧森林法 10 条の 10 ②～⑧、10 条の 11～10 条の 11 の⚘）は削
除され、施業の勧告の規定（同 10 条の 10 ①）のみが残された。
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（⚒）森林経営管理法の問題点と課題
森林・林業基本法は、林業について「森林の有する多面的機能の発揮
に重要な役割を果たしていることにかんがみ」、「持続的かつ健全な発
展」が図られなければならないこと（⚓条①）を規定している。一方、
森林経営管理法は、森林所有者の責務として、「適時に伐採、造林及び
保育を実施」する責務を課しているが、多面的機能の確保についての責
務は規定されていない。この点についての与党議員からの質疑に対し、
林野庁長官から「本法案に規定する責務は、基本法に規定する森林所有
者の責務に含まれている
80)
」旨の答弁がされているが、そうであればな
ぜ、「森林の多面的機能の確保」という文言を直接規定しなかったのか、
このようなアクロバティックな解釈をしなくてもすむよう、本法律に明
記しておけばよいだけのことである。これはやはり、法律内容が、生物
多様性保全や水源涵養など森林の多面的機能の確保とは相反する要素を
多分に含んでいることに基因するように思われる。
市町村が、「経営管理権を当該市町村に集積することが必要かつ適当
であると認める場合」（⚔条①）とは、経営管理が行われていない森林
で、引き続き森林所有者が経営管理を行う見込みがない場合であって、
経営管理の集積により林業経営の効率化や森林管理の適正化が図られる
と認められる場合
81)
がこれに該当するとされているが、法律には具体的な
基準が示されていない。この点についての与野党の議員からの質疑に対
して、林野庁長官は「間伐などの森林施業の過去の履歴や路網の整備状
況、担い手の活動状況等を総合的に勘案
82)
」して判断すると答弁してい
る。経営管理が適切に行われていない森林、経営意欲のない森林所有者
を市町村がどのように判断、特定するのかということについては、市町
村による意向調査に対する回答により特定できるとしている
83)
。しかし、
市町村への経営管理の集積、集約を行うための判断基準については法文
上明らかにすべきであったと思われる。どの程度間伐等の施業が適切に
行われない状況になっていれば経営管理が行われていない森林に当たる
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のかについての判断が、果たして森林所有者の主観的な回答に依拠して
可能かどうかも疑問である。前述のように多くの市町村には林業の専門
職員がほとんどいない一方、広域的な異動の多い都道府県職員は、各市
町村の森林の現場の状況を熟知しているわけではない。このような中
で、本法に規定する一連の事務を円滑に処理することは、たとえ都道府
県が事務の代替執行（48 条①②）による補完をしたとしても、相当に困
難と言わざるを得ないであろう。
法律案の国会審議において林野庁長官は、「森林所有者自ら経営管理
できない森林のうち、経済ベースに乗る森林」について林業経営者等に
集積、集約することにより、「林業の成長産業化と森林資源の適切な管
理の両立を実現」する
84)
と説明しているが、そもそも「経済ベースに乗る
森林」とはどのようなものなのか、その目標林型が不明である。森林所
有者は、経営管理受益権を得ることとなるが、あくまで木材の販売収益
から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合に金銭が支払わ
れるものであり、必ずしも利益の還元を受けられることが保証されるわ
けではない。そもそも、木材価格の低迷によって主伐による収入で育林
経費を賄えなくなったことが放置林発生の要因であり、本法の想定する
短伐期皆伐を推進して木材の供給量が増加すれば、山元の立木価格の大
幅下落を招来することは不可避であり、森林所有者に対する利益還元は
不可能となる。
戦後の高度経済成長期に植栽されたスギ、ヒノキなどの人工林が主伐
期を迎えつつあるとして、11 齢級（樹齢 55 年）以上のものは民間事業者
に皆伐させて植林、保育していくというのが今回の制度導入の前提であ
る。しかし、スギ、ヒノキなどの人工林は 100 年生以上まで間伐を繰り
返して収穫していくことができることから、生物多様性保全機能、水源
涵養機能等の向上のためには 100 年以上の伐期で、皆伐ではなく択伐を
行うことによって広葉樹も混交した複相林としていく施業が望ましいと
される
85)
。樹齢 50 年前後という若齢段階からようやく成熟段階への以降
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期に入った時点での皆伐は、とりわけ森林生態系の面から適切ではな
く、皆伐の上限面積についても法令上明記しておくべきであった。長期
伐施業（伐期年齢 40 年～50 年の⚒倍程度で主伐を行う施業）を実施してきた自
伐林家等に対し、一律に 50 年生の木を皆伐しなければ、「経営管理が適
切に行われていない」として、確知所有者不同意森林の特例制度（16 条
以下）が適用され、これに対し知事裁定（19 条）の取消訴訟が提起され
た場合、当該規定が、「林業経営の効率化及び森林の管理の適正化の一
体的な促進」という立法目的達成手段として必要性、合理性（最大判昭
和 62.4.22 民集 41 巻⚓号 408 頁）を有しているか否かが違憲審査されるこ
ととなり、個別事情考慮義務違反、比例原則違反等として裁定が違法と
判断されることもありうると考えられる。
森林の経営管理実施権の設定を受けることができる民間事業者の要件
については、①経営管理を効率的かつ安定的に行う能力を有すると認め
られること、②経営管理を確実に行うに足りる経理的な基礎を有すると
認められること、が挙げられている（36 条②）。認定要件適合性の判断
基準については、国会審議における林野庁長官答弁によると、素材生産
や造林、保育を実施するための実行体制が確保されていること、主伐を
行った場合には再造林を確実に実施するなど林業生産活動を継続して行
えること、伐採、造林に関する行動規範を策定していることなどを想定
していること、施業の実績については前年の⚑年間に森林・林業の施業
経験があればよいこと、外国資本の新規参入も排除はできないことなど
が説明されている
86)
。しかし、前述のように外国資本の森林買収対策が問
題となっている昨今において、これは倒錯した対応といわざるを得な
い。基準の内容は都道府県が定めるもので、法令上の基準ではないこと
から、新規参入のハードルは高いとはいえず、事業者を適正にスクリー
ニングできるかどうかが問題である。経営管理実施権の期間は 15 年以
上が想定されているが、設定を受けた事業者が、採算が合わないとして
撤退又は経営破たんした場合には、再造林と保育を放棄して「切り逃
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げ」の事態に陥るおそれが否定できない。この点については、政府関係
者自ら、現在も再造林放棄の事例があることを認めている
87)
。また、素材
生産業者についても、森林組合、自伐林家等とともに、経営管理実施権
の設定の受け皿として想定されているが
88)
、素材生産業者を林業経営の担
い手と位置付けることの適否と過剰伐採のおそれについては、国会審議
において与党議員や参考人の中からも種々の疑問や懸念が示されてい
た
89)
。そもそも林業の現場技術は、植栽、保育、間伐の選木、伐倒、集
材、搬出など多岐にわたっており、生物学的、生態学的、地質学的、工
学的知識と経験が必要とされる
90)
。果たして、商業ベースで皆伐を行った
後、自然災害やシカによる食害などにも対応しつつ、数十年にわたる再
造林、保育等の林業生産活動を継続していくだけの資力、知識・技術等
が、新規参入した民間事業者に担保され得るのであろうか。
森林と裸地とのハイドログラフ（流出量の時間変化）曲線を比較した場
合、12 時間経過後の 10 分間当たりの流出量では、森林約 0.05mmに対
して、裸地では約 0.5mm と 10 倍に達し、降雨が直ちに流出してくる
量（直接流出量）は、樹木伐採前に比べて 1.5 倍～⚒倍に達する
91)
。また、
森林の皆伐に伴い根系が腐朽すると土壌緊迫力が低下するため、表層崩
壊の危険性が高くなり
92)
、土砂災害の要因となる。さらに、大量伐採のた
めには、大型機械を使用するための林内路網が不可欠となるが、大規模
林道建設に伴う環境破壊
93)
については、過去にも問題となっているところ
であり、設計によっては土砂災害の原因になることもある。また、「林
道」は森林計画における計画事項の一つに過ぎず、道路法のような建設
手続きや技術基準について定めた根拠法が存在しないことも問題として
指摘されているところである
94)
。
本法の仕組みは、2001 年の森林・林業基本法の改正以来、一貫して
進められてきた森林の多面的機能の確保のための持続可能な森林管理と
いう理念と政策を大転換する仕組みを内包しており、市町村と森林所有
者に多大の負担を強いるものである。このような法案が、どうして森林
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法と別立てとして、詳細は今後制定される省令に丸投げする形で、極め
て短期間に成立させられたのか、大いに疑問である
95)
。そもそも、国民的
な議論を経て、現行法制の抜本的な見直しを行い持続可能な森林管理制
度を構築するという姿勢こそが、立法府と行政府に求められているもの
のはずである。なお、本法には、衆参の農林水産委員会において、「森
林の多面的機能の発揮」「公益的機能の発揮」「生物多様性の保全」につ
いて、十分に配慮するよう助言等の支援を行うことなど、計 14 項目に
わたる附帯決議がなされている。附帯決議の趣旨も踏まえ、「林業の成
長産業化」の名の下に、大量伐採によって川下の大規模な一部の林業経
営体にのみ利潤をもたらす一方で
96)
、集中豪雨等の増加により深刻化して
いる山腹崩壊や流木災害
97)
が多発することになれば、国土保全上取り返し
がつかない事態を招来する。本法の執行状況を国民全体で注視していく
ことは不可欠であり、国が技術的助言や補助金制度などを用いて都道府
県を介して市町村に関与することにより、本法の仕組みを「無理に」動
かそうとするようなことが決してあってはならない。
むすびに代えて
戦後復興期から高度経済成長期にかけての木材需要の急増と価格高騰
に対応するため、補助金を介して国策として進められた画一的な人工林
造成と木材輸入自由化により、原生的天然林や身近な里山の減少が進
み、国産材の価格が下落して林業は極端な不振に陥っている。このよう
な林業と森林の現状は、国の林業政策に起因するものであり、各地域特
性をふまえた循環的資源利用が喪失し、木材供給を媒介とした川下の都
市と川上の農山村の関係が断絶してしまったことが根底にある。現在の
「経営管理が行われていない」状態は、川上の森林所有者の主観的な
「意欲」の有無ではなく、国の森林林業政策ないし産業政策によりもた
らされた結果にほかならないのである。放置人工林を解消し、持続的な
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森林管理を実現するためには、産業としての林業は、私有財産であると
同時に、地域の環境資源としての森林を保全するための一手段と位置付
け、各地域の製材業や建築業等との連携の下で山元の林業生産活動を振
興させていくことが必要である。そして、都市と農山村を結ぶ河川流域
単位で、行政機関、森林所有者及び住民が、地域ごとの自然的、社会的
特性をふまえて合意形成を図りつつ協働して森林管理政策を進めていく
ことが重要と考えられる。
注
⚑） 林野庁編『平成 30 年版 森林・林業白書』38 頁。主要樹種の面積構成比は、ス
ギが 44%、ヒノキが 25%、カラマツが 10%となっている。
⚒） 林地に立っている樹木の価格で、樹木から生産される丸太の材積⚑ m3当たり
の価格で示される。ヒノキ山元立木価格、スギ山元立木価格は、1980 年にそれ
ぞれ 42,947 円、22,707 円であったが、2017 年には 6,200 円、2,881 円に下落し
ている。林野庁編・前掲注（⚑）87 頁参照
⚓） 製材工場着の価格で、ヒノキ中丸太、スギ中丸太の⚑ m3当たりの価格は、
1980 年にそれぞれ 76,400 円、39,600 円であったが、2017 年には 18,100 円、
13,100 円に下落している。林野庁編・前掲注（⚑）135 頁参照
⚔） 林野庁編・前掲注（⚑）132 頁、135 頁
⚕） 林野庁編・前掲注（⚑）91 頁
⚖） 林野庁編・前掲注（⚑）29 頁。2016 年度地籍調査における土地所有者等に関
する調査によると、不動産登記簿により所有者の所在が判明しなかった土地の
筆数の割合は森林について 25% を超えており、地籍調査の進捗状況も宅地
54%、農用地 73%に対し、森林については 45%にとどまっている。
⚗） 森林の有する多面的機能として、①生物多様性保全、②地球環境保全、③土砂
災害防止／土壌保全、④水源権養、⑤快適環境形成、⑥保健・レクリエーショ
ン、⑦文化、⑧物質生産の各機能がある。とりわけ、広葉樹の方が、スギ、ヒ
ノキなどの針葉樹よりも落葉の成分の点から生物多様性や保水力の点で優って
いるとされている。
⚘） 国民森林会議編『森林の再生に向けて』（日本林業調査会、2006 年）84 頁、
177 頁
⚙） 林野庁編・前掲注（⚑）95 頁
10） 小林紀之「森林保全関連法の課題と展望」『環境法体系』（商事法務、2012 年）
779 頁
11） 木平勇吉編著『森林計画学』（朝倉書店、2003 年）58 頁～59 頁〔柿澤宏昭執
森林管理と森林環境保全に関する法制度の考察
37
筆〕
12） 木平編著・前掲注（11）150 頁〔松下幸司執筆〕
13） 木平編著・前掲注（11）51 頁～53 頁〔柿澤宏昭執筆〕
14） 畠山武道『自然保護法講義［第⚒版］』（北海道大学図書刊行会、2004 年）80
頁
15） 柿澤宏昭「地域における森林政策の主体をどう考えるか-市町村レベルを中心
にして-」『林業経済研究』50 巻⚑号（2004 年）⚕頁
16） 2010 年に成立した、地域における多様な主体の連携による生物の多様性の保全
のための活動の促進等に関する法律（生物多様性保全活動促進法）は、地域の
自然的社会的条件に応じ、地域における多様な主体が有機的に連携して行う生
物多様性保全のための活動を「地域連携保全活動」と位置付け、地域連携保全
活動計画（⚔条）を作成しようとする市町村は、市町村、特定非営利活動法人
等、関係住民、学識経験者などから組織される地域連携保全活動協議会（⚕条
⚑項）を組織することができることとされている。
17） 森林・林業基本政策研究会編著『改訂版解説森林法』（大成出版社、2017 年）
100 頁
18） 林野庁編・前掲注（⚑）56 頁
19）「法令解説林業の成長産業化と森林法等の一部改正」『時の法令』2022 号（2017
年）14 頁。違法な林地開発の件数は、2011 年度の 134 件から 2014 年度には 205
件に急増している。
20） 林野庁編・前掲注（⚑）56 頁
21） 阿部泰隆『行政法再入門（下）』（信山社、2015 年）107 頁
22） 総務省『森林の管理・活用に関する行政評価・監視結果に基づく勧告』（2017
年⚗月）30 頁
23） 森林・林業基本政策研究会編著・前掲注（17）198 頁
24） 大橋洋一『対話型行政法学の創造』（弘文堂、1999 年）87 頁以下
25） トップダウン型からボトムアップ型への森林計画制度の見直しの必要性につい
ては、木平・前掲注（11）48 頁以下〔柿澤宏昭執筆〕参照
26） 国民森林会議編・前掲注（⚘）233 頁
27） 吉田克己「土地所有権の日本的特質」原田純孝編『日本の都市法Ⅰ 構造と展
開』（有斐閣、2001 年）369 頁
28） 法定要件を自主解釈した規定を条例により追加する法律リンク型の条例とし
て、鳥取県砂利採取条例は、①当該砂利採取業者が当該認可申請をする以前に
知事から採取認可を受けた他の砂利採取場の中に、埋戻しを完了していないも
のが⚒箇所以上ないこと、②当該砂利採取業者が埋戻しを適切に行わないとき
は、本人に代わって埋戻しを行うことについて規則で定める他者の保証を受け
ていること等を砂利採取法 19 条の採取認可の条件としている（⚖条）。
29） 岩橋健定「条例制定権の限界」塩野宏先生古稀記念『行政法の発展と変革
（下） 』（有斐閣、2001 年）376 頁
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30） 北村喜宣「法律改革と自治体」『公法研究』72 号（2010 年）130 頁
31） 斎藤誠『現代地方自治の法的基層』（有斐閣、2012 年）304 頁
32） 礒崎初仁「法律上の許認可基準と条例制定に関する一試論」『都市問題研究』
54 巻 11 号（2002 年）54 頁
33） 井上真「自然資源の共同管理制度としてのコモンズ」井上真=宮内泰介編『コ
モンズの社会学 森・川・海の資源共同管理を考える』（新曜社、2001 年）⚑頁
以下
34） 我妻栄=有泉亨=川井健『民法⚑』（勁草書房、2005 年）373 頁、407 頁
35） 武内和彦=鷲谷いづみ=恒川篤史編『里山の環境学』（東京大学出版会、2001 年）
17 頁
36） 中尾英俊「国家権力による入会権の保護と解体」『土地・環境問題と法社会学』
（有斐閣、1996 年）15 頁
37） 大澤正俊「森林所有権の公共性と所有権制限」『横浜市立大学論叢社会科学系
列』60 巻⚑号（2009 年）79 頁は、森林の公共性を根拠として森林所有権に森林
の整備・保全義務を課す必要性があるとする。
38） 三井昭二「森林から見るコモンズと流域─その歴史と現代的展望」『環境社会
学研究』44 巻⚑号（1997 年）42 頁以下、加藤峰夫=倉澤資成「環境保全的視点
からの入会制度の評価と再構成」『エコノミア』46 巻⚔号（1996 年）20 頁以下
39） 三好規正「持続的な流域管理法制の考察－公物管理法制、土地利用規制および
住民協働の視点から」高木光=交告尚史=占部裕典=北村喜宣=中川丈久編『阿部
泰隆先生古稀記念 行政法学の未来に向けて』（有斐閣、2012 年）451 頁～452
頁、関東弁護士会連合会『里山保全の法制度・政策』（創森社、2005 年）484 頁
以下
40） 間宮陽介「コモンズと資源・環境問題」『環境の経済理論/岩波講座環境経済・
政策学第⚑巻』（岩波書店、2002 年）182 頁
41） 武内和彦=竹本和彦=只見康信=西麻衣子「SATOYAMA イニシアティブからみ
たニュー・コモンズ論」『環境研究』168 号（2012 年）⚕頁以下
42） 楜澤能生「地域中間団体による自然資源の維持管理」牛山積=大塚直=須網隆夫
=楜澤能生『環境と法』（成文堂、2004 年）171 頁
43） 武内和彦＝渡辺綱男編『日本の自然環境政策－自然共生社会をつくる』〔守分
紀子執筆〕（東京大学出版会、2014 年）105 頁
44） 条例による里山保全の事例については、南 眞二「里山保全の方向性と法の仕
組み」『法政理論』40 巻⚓・⚔号 33 頁以下参照
45） 里山保全活動の事例については、寺田徹「里山コモンズを現代の文脈でよみが
えらせる」『都市住宅学』90 号（2015 年）63 頁以下参照
46） 小林紀之「持続可能な森林管理の法制度と社会システム」日本大学法科大学院
『法務研究』第⚔号（2008 年）104 頁
47） 三好規正『流域管理の法政策』（慈学社、2007 年）24 頁～30 頁
48） 三好・前掲注（39）453 頁～454 頁、同「森林の多面的機能の持続的発揮に向
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けた法制度～水源県の視点から～」『（山梨学院大学）法学論集』63 号（2009
年）160 頁
49） 自然公園法には、環境大臣又は都道府県知事から公園管理団体の指定（同法 49
条）を受けたNPO法人が土地所有者との間で協定を締結し、国立公園、国定公
園内の里地里山を維持管理できる風景地保護協定制度（同法 43 条～48 条）の規
定がある。
50） 岸修司『ドイツ林業と日本の森林』（築地書館、2012 年）43 頁
51） 阿部泰隆「万民自然享受権─北欧・西ドイツにおけるその発展と現状⚑～⚓」
『法学セミナー』296 号 112 頁以下（1979 年）、同 297 号 77 頁以下（1979 年）、
同 298 号 108 頁以下（1979 年）
52） 木平編著・前掲注（11）59 頁～60 頁、藤森隆郎『林業がつくる日本の森林』
（築地書館、2016 年）140 頁
53） 総務省・前掲注（22）14 頁。他にも、地域森林計画の対象となっている民有林
についての伐採及び伐採後の造林の届出（法 10 条の⚘①）について、市町村森
林整備計画に定められた伐期齢に達していない森林を皆伐する計画であったに
もかかわらず、必要な是正指導を特段行うことなく、届出書を受理していた例、
伐採後は人工造林（人が苗木などを植栽する造林方法）が必要になるにもかか
わらず、天然更新（自然に落下した種子等の生育を期待する造林）による造林
を計画する届出書を受理している例などがあったと指摘されている。
54） 総務省・前掲注（22）17 頁
55） 藤森・前掲注（52）138 頁
56） 林野庁ホームページ
（http://www.rinya.maff.go.jp/j/kikaku/hakusyo/22hakusyo_h/all/h41.html）
57） 林野庁編・前掲注（⚑）54 頁
58） 大石卓史=田村典江「森林・林業再生プランにおける人材育成の現状と課題─
森林総合監理士（フォレスター）と森林施業プランナーの育成・活動の評価」
『林業経済研究』64 巻⚑号（2018 年）22 頁
59） 枚田邦宏「森林・林業再生プランにおける人材育成と日本型フォレスターの意
味」『林業経済研究』59 巻⚑号（2013 年）35 頁
60） 三好規正「スペシャリスト職員育成に向けた人事システム」『地方自治職員研
修』50 巻⚗号（2017 年）13 頁、同「自治体職員の能力開発のための人事システ
ムと地方公務員制度」山梨学院大学『法学論集』64 号（2010 年）27 頁
61） 大杉覚「自治体人事マネジメントと職員の「専門性」」『地方公務員月報』561
号 （2010 年）12 頁以下
62） 藤森・前掲注（52）148 頁
63） 大石=田村・前掲注（58）23 頁
64） 林野庁「外国資本による森林買収に関する調査の結果について」（林野庁プレ
スリリース）によると 2016 年⚑月から 12 月までの期間における、居住地が海
外にある外国法人又は外国人によると思われる者による森林買収の事例が、北
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海道、神奈川、長野、静岡、福岡の各道県において 29 件、計 202ha となってお
り、最も買収面積が大きいものは、北海道月形町における中国（香港）の
125ha である。
（http://www.rinya.maff.go.jp/j/press/keikaku/170428.html）
65） 吉原祥子『人口減少時代の土地問題』（中公新書、2017 年）150 頁
66） 2018 年⚓月現在、北海道、秋田、山形、茨城、埼玉、群馬、新潟、富山、石
川、福井、山梨、長野、岐阜、三重、滋賀、京都、徳島、宮崎の 18 道県が条例
制定済である。
67） 大澤正俊「森林の整備・保全義務に関する一考察」『横浜市立大学論叢社会科
学系列』60 巻⚒号・⚓号合併号（2009 年）192 頁
68） 東京財団政策研究部『東京財団政策提言日本の水源林の危機～グローバル資本
の参入から「森と水の循環」を守るには～』40 頁は、経済的な理由等による植
林放棄地については、最終手段として、保安林評価額相当額で自治体が買い入
れを行い、重要水源林を公有化することを考えなければならないとしている。
69） 東京財団・前掲注（68）37 頁
70） 内田貴『民法Ⅰ〔第⚔版〕』（東京大学出版会、2008 年）361 頁
71） 小川竹一「土地所有権と地下水利用権」『島大法学』47 巻⚓号（2003 年）⚗頁
72） 大澤正俊「所有権理論に関する一考察」伊藤進教授古稀記念論文集『現代私法
学の課題』（第一法規、2006 年）10 頁以下
73） 亘理格「憲法理論としての土地財産権論の可能性」『公法研究』59 号（1997
年）297 頁は、「公共的空間の中の一部分に対する支配権」である土地財産権は、
「周辺地との相互依存性ないし隣接性に伴う特質と制約を内在させる必然性」を
有しており、「社会的・客観的条件に適合的な利用方法」が重んじられなければ
ならないとする。
74） 塩野宏『法治主義の諸相』（有斐閣、2001 年）392 頁、415 頁
75） 斉藤誠「地方自治基礎概念の考証-総合行政と全権限性」『自治研究』81 巻⚑号
（2005 年）55 頁は、行政の総合性の要請がタテ方向の調整や介入、上からの事
務の割り当てを伴うシステムを招来しないかどうか、自治システムの自己決定
という側面と調和するものか、（道州制論の文脈でも）留意する必要があるとす
る。
76） 人見剛「都道府県と市町村の関係」佐藤英善編著『新地方自治の思想 分権改
革の法としくみ / 自治総研叢書 12』（敬文堂、2002 年）193 頁は、都道府県の
補完事務の機械的な縮減は市町村の行財政の能力の充実強化を旗印にした広範
な市町村合併の推進に途を開くことになると指摘している。
77） 藤森・前掲注（52）46 頁
78） 新藤宗幸「自治体の制度構想」松下圭一＝西尾勝＝新藤宗幸編『自治体の構想
⚒ 制度（岩波講座）』（岩波書店、2002 年）12 頁
79）「森林経営管理法の運用について」（平成 30 年 12 月 21 日 30 林整計第 713 号
各都道府県知事あて林野庁長官通知）⚑頁
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80） 第 196 回国会衆議院農林水産委員会議録第 10 号（平成 30.4.17）⚓頁
81） 林野庁長官通知・前掲注（79）⚒頁
82） 衆議院農林水産委員会議録・前掲注（80）19 頁、第 196 回国会参議院農林水産
委員会会議録第 17 号（平成 30.5.24）⚔頁参照
83） 第 196 回国会参議院農林水産委員会会議録第 16 号（平成 30.5.22）⚙頁参照
84） 参議院農林水産委員会会議録・前掲注（83）⚕頁
85） 藤森・前掲注（52）87 頁
86） 参議院農林水産委員会会議録・前掲注（83）10 頁
87） 谷合農林水産副大臣は、「木材伐採収入のみではその費用を捻出することが難
しい場合もありまして、主伐後の再造林が行われていないケースがございます」
と説明している。参議院農林水産委員会会議録・前掲注（82）⚙頁参照
88） 野中大臣政務官は、「素材生産業者でございますが、我が国の丸太の約⚔割を
生産する、いわば林業の担い手として主要な位置にいるものというふうに認識
をしております。」と答弁している。衆議院農林水産委員会議録・前掲注（80）
18 頁
89） 泉英二参考人（愛媛大学名誉教授）は、「極論を言えば短伐期皆伐施業の蔓延
で、日本の山林が、やや極端に言えば丸裸になる可能性がゼロではない。」とし
た上で、「素材生産業者等は、育林管理ということに対しては一般的には非常に
苦手である」こと、「資金力の豊富な会社等が素材生産業者等に対して資金援助
をして実施権を確保するだけでなく、素材生産者等を直接的に下請化すること
によって、…大面積の経営管理実施権が大手の会社等に集積される可能性も強
まっている。」と説明している。第 196 回国会衆議院農林水産委員会議録第⚙号
（平成 30.4.12）⚖頁～⚗頁参照
進藤金日子議員（自民）の「意欲と能力のある民間事業者が経済的要因のみ
で木を伐採」して、植林をしなくなるのではないかとの質疑に対し、野口俊邦
参考人（信州大学名誉教授）は、「育成林業ではなくて採取的林業をやるという
のが素材生産業者の言わば特性であります。…素材業者がその後のことまでず
っと、再造林も含めて保育もしてということをもし義務付けられるとすれば、
これは決してうまい産業ではなくなっちゃうんですよね、…切るものを中心に
専門に考えてきた人たちに次の後の体制まで考えろということになると、これ
はかなり逆にしんどいことなのかなという感じはいたします。」と答弁してい
る。一方、辻一幸参考人（山梨県早川町長）は、「地元を考えながら一般的な林
業を広く考えてみたときに、そういう心配は今の時点では少なくとも心配する
必要は全くない…むしろ放置されている。」との考えを示している。参議院農林
水産委員会会議録・前掲注（83）25 頁～26 頁参照
90） 藤森・前掲注（52）103 頁
91） 高橋裕=河田恵昭編『岩波講座地球環境学⚗ 水循環と流域環境』（岩波書店、
1998 年）40 頁
92） 太田猛彦=服部重昭監修、（財）水利科学研究所編『地球環境時代の水と森 ど
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うまもり・はぐくめばいいのか』（日本林業調査会、2002 年）161 頁
93） 畠山・前掲注（14）106 頁以下。白山スーパー林道、南アルプススーパー林道、
奥鬼怒スーパー林道のように自然保護団体からの強い反対を押し切って完成し
たものもある。
94） 西鳥羽和明「林道の開設法制」『山村恒利先生古稀記念論集 環境法学の生成
と未来』（信山社、1999 年）270 頁以下
95） 齋藤農林水産大臣自ら、「この法案は、大きな改革でありますし、多くの市町
村にかなり大きな御負担を掛けるものでありますので、走りながらいろんなこ
とを手を打っていかなくちゃいけない法案だと思っております。」と答弁してい
る。参議院農林水産委員会会議録・前掲注（83）⚙頁参照
96） 前掲・野口参考人は、「規制改革推進会議ですとか、あるいは未来投資会議だ
とかいう、こういった成長戦略として林業を位置付け直そうという…、どちら
かというと官邸主導といいましょうか、というような考え方が現場の声をうま
く利用しながら出てきたような側面は、私、拭えないと思います。…従来の担
い手であった森林所有者やあるいは森林組合という、こういうものがいつの間
にか後ろに下がってしまって、素材業者という、これはもちろん木材生産の主
たる担い手ですから大事なものであります、しかし、そこにいきなり主役の座
を持ってきても、その体制はでき上がっていないというのが現実だと思いま
す。」と指摘している。参議院農林水産委員会会議録・前掲注（83）24 頁参照
97） 平成 29 年⚗月九州北部豪雨では、24 時間降水量が 500 ミリを超える豪雨によ
って発生した山腹崩壊に伴う流木が下流に大きな被害を与えている。
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